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１．18 年 9 月中間期の業績（平成 18 年 4 月 1 日 ～ 平成 18 年 9 月 30 日）
(1)経営成績 （百万円未満切捨）

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

 18年 9 月中間期  159,477  (  4.0 ) 36,706    (  1.2 ) 40,030 (  5.8 )
 17年 9 月中間期  153,416  (  4.5 ) 36,285    (  9.1 ) 37,853 (  9.6 )
 18年 3 月期  313,096 72,172 70,964

百万円 ％ 　円　銭

 18年 9 月中間期   25,156 (  5.5 ) 111.82
 17年 9 月中間期   23,845 ( 13.2 ) 105.97
 18年 3 月期   43,879 194.58
(注) ①期中平均株式数 18年9月中間期 224,976,616株 17年9月中間期 225,013,050株 18年3月期 225,002,496株

②会計処理の方法の変更 無

③売上高、営業利益、経常利益、中間(当期)純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率であります。

(2)財政状態 （百万円未満切捨）
自己資本比率

  百万円  百万円 ％  円　銭

 18年 9 月中間期 621,512 470,039 75.6 2,089.32
 17年 9 月中間期 612,024 440,033 71.9 1,955.69
 18年 3 月期 643,990 461,646 71.7 2,051.44

(注) ①期末発行済株式数 18年9月中間期 224,972,414株 17年9月中間期 225,001,507株 18年3月期 224,986,720株

②期末自己株式数 18年9月中間期   8,316,303株 17年9月中間期   8,287,210株 18年3月期   8,301,997株

２．19 年 3 月期の業績予想（平成 18 年 4 月 1 日 ～ 平成 19 年 3 月 31日 ）

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

通　　　期 　327,900  (  4.7 ) 　73,400  (  1.7 )  75,900  (  7.0 )  46,600  (  6.2 )
(参考)１株当たり予想当期純利益(通期) 207円14銭
(注) 売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率であります。

３．配当状況

 ・現金配当

 18年 3 月期

 19年 3 月期(実績)

 19年 3 月期(予想)

※上記の予想には、本資料発表日現在の将来に関する前提・見通し・計画に基づく予測が含まれており、
  実際の業績は、さまざまなリスク要因や不確実な要素により、記載の予想数値と異なる可能性があります。
※平成19年3月期の年間配当金の予想につきましては、平成18年5月9日の平成18年3月期決算発表時に記載しておりません
　でしたが、当中間期において記載しております。
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中 間 貸 借 対 照 表          
(単位：百万円) 

当 中 間 会 計 期 間 末           

平成18年９月30日 

前 中 間 会 計 期 間 末           

平成17年９月30日 

前 事 業 年 度 の           

要 約 貸 借 対 照 表           

平成18年３月31日 

            期  別  

 

  科  目                 金   額 構成比 金   額 構成比 金   額 構成比 

(資  産  の  部)  
％ 
  

％ 
  

％ 
 

Ⅰ 流 動 資 産        

 １．現 金 及 び 預 金 ※１ 130,125  141,528  167,097  

 ２．受 取 手 形  420  481  476  

 ３．未 収 契 約 料  10,413  9,490  9,475  

 ４．売 掛 金  6,088  5,127  6,447  

 ５．有 価 証 券  451  451  451  

 ６．た な 卸 資 産  7,118  7,893  6,879  

 ７．関 係 会 社 短 期 貸 付 金  13,608  30,306  12,587  

 ８．そ の 他  11,781  32,446  12,818  

貸 倒 引 当 金  △        1,414  △   2,574  △    604  

流 動 資 産 合 計  178,593 28.7 225,151 36.8 215,630 33.5 

Ⅱ 固 定 資 産        

 １．有 形 固 定 資 産 ※２       

  (1)建 物  22,606  23,538  22,811  

  (2)警 報 機 器 及 び 設 備  62,483  61,116  59,442  

  (3)土 地  32,207  34,825  32,200  

  (4)そ の 他  8,600  7,602  7,966  

有 形 固 定 資 産 合 計  125,897 20.3 127,083 20.8 122,419 19.0 

 ２．無 形 固 定 資 産        

  (1)電 信 電 話 専 用 施 設 利 用 権  96  133  112  

  (2)ソ フ ト ウ ェ ア  5,103  6,300  6,420  

  (3)そ の 他  2,748  2,065  83  

無 形 固 定 資 産 合 計  7,948 1.3 8,499 1.4 6,615 1.0 

 ３．投 資 そ の 他 の 資 産        

  (1)投 資 有 価 証 券 ※３ 41,719  29,370  46,166  

  (2)関 係 会 社 株 式 ※３ 150,055  159,612  149,535  

  (3)関 係 会 社 出 資 金  1,074  917  974  

  (4)関 係 会 社 長 期 貸 付 金  49,520  ―  40,085  

  (5)そ の 他  73,857  66,400  70,561  

貸 倒 引 当 金  △    7,153  △   5,010  △   7,998  

投 資 そ の 他 の 資 産 合 計  309,073 49.7 251,290 41.0 299,324 46.5 

固 定 資 産 合 計  442,919 71.3 386,872 63.2 428,359 66.5 

資 産 合 計  621,512 100.0 612,024 100.0 643,990 100.0 
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 (単位：百万円) 

当 中 間 会 計 期 間 末           

平成18年９月30日 

前 中 間 会 計 期 間 末           

平成17年９月30日 

前 事 業 年 度 の           

要 約 貸 借 対 照 表           

平成18年３月31日 

            期  別  

 

  科  目             金   額 構成比 金   額 構成比 金   額 構成比 

(負  債  の  部)  ％  ％  ％ 

Ⅰ 流 動 負 債        

 １．買 掛 金  2,781  2,799  3,168  

 ２．短 期 借 入 金 ※１ 26,102  27,540  26,069  

 ３．1 年 以 内 償 還 予 定 社 債  ―  30,000  30,000  

 ４．未 払 金  11,374  9,699  12,987  

 ５．未 払 法 人 税 等  14,750  12,445  15,312  

 ６．未 払 消 費 税 等  1,908  1,397  1,509  

 ７．未 払 費 用  464  635  651  

 ８．預 り 金  35,033  31,042  34,442  

 ９．前 受 契 約 料  22,839  22,371  22,371  

 10．賞 与 引 当 金  5,740  5,215  5,232  

 11. 役 員 賞 与 引 当 金  49  ―  ―  

 12．そ の 他  5,335  4,914  5,573  

   流 動 負 債 合 計  126,379 20.3 148,061 24.2 157,317 24.4 

Ⅱ 固 定 負 債        

 １．預 り 保 証 金  18,354  18,268  18,244  

 ２．退 職 給 付 引 当 金  5,504  5,662  5,581  

 ３．役 員 退 職 慰 労 引 当 金  1,235  ―  1,201  

   固 定 負 債 合 計  25,094 4.1 23,930 3.9 25,027 3.9 

   負 債 合 計  151,473 24.4 

 
171,991 28.1 182,344 28.3 

(資  本  の  部)        

Ⅰ 資 本 金  ― ― 66,377 10.8 66,377 10.3 

Ⅱ 資 本 剰 余 金        

 １．資 本 準 備 金  ―  83,054  83,054  

   資 本 剰 余 金 合 計  ― ― 83,054 13.6 83,054 12.9 

Ⅲ 利 益 剰 余 金        

 １．利 益 準 備 金  ―  9,028  9,028  

 ２．任 意 積 立 金  ―  3,036  3,036  

 ３．中 間 ( 当 期 ) 未 処 分 利 益  ―  319,259  339,293  

   利 益 剰 余 金 合 計  ― ― 331,324 54.2 351,358 54.6 

Ⅳ その他有価証券評価差額金  ― ― 3,939 0.6 5,604 0.9 

Ⅴ 自 己 株 式  ― ― △   44,662 △  7.3 △   44,749 △  7.0 

   資 本 合 計  ― ― 440,033 71.9 461,646 71.7 

   負 債 資 本 合 計  ― ― 612,024 100.0 643,990 100.0 
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(単位：百万円) 

当 中 間 会 計 期 間 末           

平成18年９月30日 

前 中 間 会 計 期 間 末           

平成17年９月30日 

前 事 業 年 度 の           

要 約 貸 借 対 照 表           

平成18年３月31日 

            期  別  

 

  科  目             金   額 構成比 金   額 構成比 金   額 構成比 

( 純  資  産  の  部 )       

Ⅰ 株 主 資 本        

 １．資 本 金 

 
 66,377 10.7 ― ― ― ― 

 ２．資 本 剰 余 金        

  (1)資 本 準 備 金  83,054  ―  ―  

  (2)そ の 他 資 本 剰 余金  1  ―  ―  

資 本 剰 余 金 合 計 

 
 83,055 13.3 ― ― ― ― 

３．利 益 剰 余 金        

  (1)利 益 準 備 金  9,028  ―  ―  

  (2)そ の 他 利 益 剰 余金        

システム開発積立 金  800  ―  ―  

別 途 積 立 金  2,212  ―  ―  

繰 越 利 益 剰 余 金  350,877  ―  ―  

   利 益 剰 余 金 合 計  362,917 58.4 ― ― ― ― 

 ４．自 己 株 式  △  44,833 △ 7.2 ― ― ― ― 

   株 主 資 本 合 計  467,516 75.2 ― ― ― ― 

Ⅱ 評 価 ・ 換 算 差 額 等        

 １．その他有価証券評価差額金  2,522  ―  ―  

   評 価 ・ 換 算 差 額 等 合 計  2,522 0.4 ― ― ― ― 

   純 資 産 合 計  470,039 75.6 ― ― ― ― 

   負 債 純 資 産 合 計  621,512 100.0 ― ― ― ― 

        

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 

－３７－ 



 

中 間 損 益 計 算 書          
        (単位：百万円) 

当 中 間 会 計 期 間           

自 平成18年４月１日

至 平成18年９月30日
 

前 中 間 会 計 期 間           

自 平成17年４月１日

至 平成17年９月30日
 

    増 減 

    (△印減) 

前 事 業 年 度 の           

要 約 損 益 計 算 書           

自 平成17年４月１日

至 平成18年３月31日
 

          

            期  別  

  科  目  

               金   額 百分比 金   額 百分比 金   額 増減率 金   額 百分比 

Ⅰ 契 約 関 係 収 入 及 び 売 上 高  159,477 
％ 

100.0 153,416 
％ 

100.0 6,060 
％ 

4.0 313,096 
％ 

100.0 

Ⅱ 契約関係収入原価及び売上原価  87,585 54.9 82,856 54.0 4,728 5.7 171,803 54.9 

   売 上 総 利 益  71,892 45.1 70,560 46.0 1,331 1.9 141,293 45.1 

Ⅲ 販 売 費 及 び 一 般 管 理 費  35,185 22.1 34,274 22.3 911 2.7 69,121 22.0 

   営 業 利 益  36,706 23.0 36,285 23.7 420 1.2 72,172 23.1 

Ⅳ 営 業 外 収 益 ※１ 5,740 3.6 4,472 2.9 1,267 28.3 6,299 2.0 

Ⅴ 営 業 外 費 用 ※２ 2,416 1.5 2,905 1.9 △ 489 △16.8 7,506 2.4 

   経 常 利 益  40,030 25.1 37,853 24.7 2,177 5.8 70,964 22.7 

Ⅵ 特 別 利 益 ※３ 64 0.0 1,249 0.8 △1,184 △94.8 6,147 1.9 

Ⅶ 特 別 損 失 ※４ 55 0.0 874 0.6 △ 818 △93.7 5,615 1.8 

   税 引 前 中 間 ( 当 期 ) 純 利 益  40,040 25.1 38,228 24.9 1,812 4.7 71,496 22.8 

   法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税  14,480 9.1 12,072 7.9  2,407  19.9 24,766 7.9 

法 人 税 等 調 整 額  403 0.2 2,309 1.5 △1,905 △82.5 2,850 0.9 

   中 間 （ 当 期 ） 純 利 益  25,156 15.8 23,845 15.5 1,310 5.5 43,879 14.0 

   前 期 繰 越 利 益  ―  295,414  ― ― 295,414  

   中 間 ( 当 期 ) 未 処 分 利 益  ―  319,259  ― ― 339,293  
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中間株主資本等変動計算書 

当中間会計期間（自平成18年４月１日 至平成18年９月30日） 

  (単位：百万円) 

株主資本  

資本剰余金 利益剰余金 

その他利益剰余金 

 

資本金 
資本 
準備金 

その他 
資本 
剰余金 

資本 
剰余金 
合計 

利益 
準備金 ｼｽﾃﾑ開発

積立金 
買換資産 
圧縮積立金 

別途 
積立金 

繰越利益 
剰余金 

利益剰余金
合計 

自己株式 

 
 
 

株主資本 
合計 

平成18年3月31日残高 66,377 83,054 － 83,054 9,028 800 24 2,212 339,293 351,358 △44,749 456,041 

中間会計期間中の変動額             

剰余金の配当         △13,499 △13,499  △13,499 

利益処分による 
役員賞与 

        △98 △98  △98 

買換資産圧縮積立金の
取崩し       △24  24 －  － 

中間純利益         25,156 25,156  25,156 

自己株式の取得           △101 △101 

自己株式の処分   1 1       16 17 

株主資本以外の項目の
中 間 会 計 期 間 中 の  
変動額(純額) 

            

中間会計期間中の変動額
合計 

－ － 1 1 － － △24 － 11,583 11,558 △84 11,475 

平成18年9月30日残高 66,377 83,054 1 83,055 9,028 800 － 2,212 350,877 362,917 △44,833 467,516 

 

評価・換算差額等  

その他有価証券 
評価差額金 

評価・換算 
差額等合計 

純資産合計 

平成18年3月31日残高 5,604 5,604 461,646 

中間会計期間中の変動額    

剰余金の配当   △13,499 

利益処分による 
役員賞与 

  △98 

買換資産圧縮積立金の
取崩し   － 

中間純利益   25,156 

自己株式の取得   △101 

自己株式の処分   17 

株主資本以外の項目の
中 間 会 計 期 間 中 の  
変動額(純額) 

△3,082 △3,082 △3,082 

中間会計期間中の変動額
合計 

△3,082 △3,082 8,392 

平成18年9月30日残高 2,522 2,522 470,039 
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中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

 

１．資産の評価基準及び評価方法 
(1)有価証券 

①子会社株式及び関連会社株式 
  移動平均法による原価法 
②その他有価証券 
  時価のあるもの 

株式及び受益証券･･････中間決算末日前１ヶ月の市場価格等の平均に基づく時価法 
そ れ 以 外 ･･････････中間決算末日の市場価格等に基づく時価法 
なお、評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定
しております。 

  時価のないもの 
移動平均法による原価法 
      

(2)たな卸資産 
商品・貯蔵品････移動平均法に基づく原価法 
 

２．固定資産の減価償却の方法 
(1)有形固定資産････定 率 法 

ただし、平成 10 年４月１日以降取得した建物（建物附属設備を除く）については、定額法
によっております。なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。 

     建物            22～50 年 
     警報機器及び設備     5 年 

(2)無形固定資産････定 額 法 
なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づく定
額法によっております。 

(3)長期前払費用････定 額 法 
なお、警備契約先における機器設置工事費のうち、契約先からの受取額を超える部分は「長
期前払費用」として処理し、契約期間（５年）に基づく定額法によっております。 

 
３．引当金の計上基準 
(1)貸倒引当金 

売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒
懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上してお
ります。 

(2)賞与引当金 
従業員に対する賞与の支給に備え、支給見込額のうち当中間会計期間に負担する金額を計上
しております。 

(3)役員賞与引当金 
役員賞与の支出に備え、支給見込額のうち当中間会計期間に負担する金額を計上しておりま
す。 
（会計処理方法の変更） 
当中間会計期間より「役員賞与に関する会計基準」（企業会計基準第４号 平成 17 年 11 月
29 日）を適用しております。 
これにより営業利益、経常利益及び税引前中間純利益は、それぞれ 49 百万円減少しており
ます。 

(4)退職給付引当金 
従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づ
き、当中間会計期間末において発生していると認められる額を退職給付引当金及び前払年金
費用として計上しております。 
過去勤務債務及び数理計算上の差異は、発生年度に全額損益処理しております。  
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(5)役員退職慰労引当金 
役員の退職慰労金の支出に備えるため、役員退職慰労金規則に基づく中間期末要支給額を計
上しております。 
（追加情報） 
従来、役員退職慰労金は、支出額確定時の費用として処理しておりましたが、前事業年度下
期より役員退職慰労金規則に基づく期末要支給額を役員退職慰労引当金として計上する方
法に変更しております。 
これは、近年、役員退職慰労引当金の計上が会計慣行として定着しつつあることを踏まえ、
前事業年度下期において役員退職慰労金規則の取り扱い細則を整備したことを契機に、役員
の在任期間に合理的に費用を分配することにより、期間損益の適正化と財務体質の健全化を
図るために行ったものであります。 
従って、前中間会計期間においては従来の方法によっており、当中間会計期間と同一の方法
を採用した場合と比べ、営業利益及び経常利益はそれぞれ 43 百万円多く計上され、税引前
中間純利益は 1,181 百万円多く計上されております。 
 

 

４．リース取引の処理方法 
リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引に
ついては、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 
 

５．その他中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 
消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。 
 

 

中間財務諸表作成の基本となる重要な事項の変更 

（貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準） 
当中間会計期間より、「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第
５号 平成 17 年 12 月９日）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適
用指針」（企業会計基準適用指針第８号 平成 17 年 12 月９日）を適用しております。これま
での資本の部の合計に相当する金額は 470,039 百万円であります。 
なお、当中間会計期間における中間貸借対照表の純資産の部については、中間財務諸表等規
則の改正に伴い、改正後の中間財務諸表等規則により作成しております。 

 
 

表示方法の変更 

（中間貸借対照表） 
前中間会計期間末に投資その他の資産の「その他」に含めていた「関係会社長期貸付金」を、
当中間会計期間末は、総資産の 100 分の 5 を超えたため区分表示しております。 
なお、前中間会計期間末に投資その他の資産の「その他」に含めていた「関係会社長期貸付
金」の金額は 15,710 百万円であります。 
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注  記  事  項 

 （中間貸借対照表関係） 
  ※１. 現金及び預金、短期借入金 

当社は、銀行等の金融機関が設置している自動現金受払機の現金補填業務を行っておりま
す。現金及び預金残高には、当該業務に関連した現金及び預金残高 37,225 百万円が含ま
れており、当社による使用が制限されております。なお、短期借入金残高には、当該業務
に関連した資金調達額 10,473 百万円が含まれております。 
また、現金回収管理業務に関連した現金残高 22,768 百万円が現金及び預金残高に含まれ
ており、当社による使用が制限されております。なお、当該業務に関連した資金調達額
15,629 百万円が短期借入金残高に含まれております。 

 
  ※２．有形固定資産減価償却累計額    187,556 百万円 

  
※３. 担保に供している資産 

投 資 有 価 証 券              
関 係 会 社 株 式              

          1 百万円 
       40 

合     計        41 
 

４．偶 発 債 務 
    ①債務保証 
   下記の会社、従業員の借入金等について債務保証を行っております。 

医 療 法 人  渓 仁 会              
宮 城 ネ ッ ト ワ ー ク           (株) 
医 療 法 人  誠 馨 会              
そ の 他              ７  社 
従 業 員              

      2,303 百万円 
    1,522 

1,054 
    1,016 
        238 

合     計      6,135 
        ②保証類似行為 

セコム損害保険(株)との間で、同社の純資産額が一定水準を下回った場合、または債務の
支払いに必要な流動資産が不足した場合に、同社に対して資金を提供すること等を約した
純資産維持に関する契約を締結しております。同社の当中間会計期間末における負債合計
は 207,350 百万円（保険契約準備金 202,426 百万円を含む）であり、資産合計は 223,360
百万円であります。 
なお、本契約は同社の債務支払いに関して保証を行うものではなく、また当中間会計期間
末において、同社は純資産を一定水準に保っており、かつ流動資産の不足も発生しており
ません。 

       
５．消費税等の取扱い 

仮払消費税等及び仮受消費税等は相殺のうえ、未払消費税等として表示しております。 
 

 
 （中間損益計算書関係） 

※１．営業外収益の主要項目 
受 取 利 息             
受 取 配 当 金             
 

          610 百万円 
       4,368 百万円 

 
※２．営業外費用の主要項目 

支 払 利 息             
社 債 利 息             
た な 卸 資 産 廃 棄 損             
固 定 資 産 売 却 廃 棄 損             
長 期 前 払 費 用 消 却 額             

         156 百万円 
          37 百万円 
        494 百万円 
         562 百万円 
         359 百万円 
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※３．特別利益の主要項目 
関 係 会 社 株 式 売 却 益                       64 百万円 

 
※４．特別損失の主要項目 

投 資 有 価 証 券 評 価 損                       53 百万円 
 

 ５．減価償却実施額 
有 形 固 定 資 産             
無 形 固 定 資 産             

      11,307 百万円 
       1,241 百万円 

 
 
 

（中間株主資本等変動計算書関係） 
 当中間会計期間（自平成 18 年 4 月 1 日 至平成 18 年 9 月 30 日） 
     
  自己株式の種類及び株式数に関する事項                 （単位：株） 

株式の種類 前事業年度末 当中間会計期間 当中間会計期間 当中間会計期間末 

  株  式  数 増 加 株 式 数  減 少 株 式 数 株   式   数 
普通株式 8,301,997 17,448 3,142 8,316,303 

      （変動事由の概要） 
    普通株式の増加数 17,448 株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。 
    普通株式の減少数 3,142 株は、単元未満株式の買増請求による減少であります。 

 
 
（リース取引関係） 
１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引 
 
 （借手側） 
① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び中間期末(期末)残高相当額  

            当中間会計期間  前中間会計期間  前事業年度 

・取得価額相当額 
建 物           
車 両           
器 具 備 品           

 5,184 百万円 
3,228 
3,173 

 5,184 百万円 
  3,117 
4,452 

 5,184 百万円 
  3,198 
  3,434 

     計  11,587   12,754   11,818 
・減価償却累計額相当額   

建 物           
車 両           
器 具 備 品           

 1,821 百万円 
1,442 
2,031 

 1,641 百万円 
1,431 
2,600 

 1,731 百万円 
  1,411 
  1,984 

     計   5,295    5,673    5,127 
・中間期末(期末)残高相当額   

建 物           
車 両           
器 具 備 品           

 3,363 百万円 
1,786 
1,141 

 3,543 百万円 
1,685 
1,852 

 3,453 百万円 
  1,787 
  1,449 

     計  6,291    7,080    6,690 
 

② 未経過リース料中間期末(期末)残高相当額 
        当中間会計期間  前中間会計期間  前事業年度 

１ 年 以 内           
１ 年 超           

 1,510 百万円 
5,699 

 1,601 百万円 
6,346 

 1,498 百万円 
6,086 

   合   計  7,210  7,947  7,584 
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③ 支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当額 
        当中間会計期間  前中間会計期間  前事業年度 
支 払 リ ー ス 料           
減 価 償 却 費 相 当 額           
支 払 利 息 相 当 額           

 980 百万円 
857 
147 

 1,082 百万円 
  951 
162 

 2,165 百万円 
1,904 
319 

 
 

④ 減価償却費相当額及び利息相当額の算定方法 
・減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。 
・利息相当額の算定方法 

リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差額を利息相当額とし、各期への配分方
法については、利息法によっております。 

 
２．オペレーティング・リース取引 

（１）借手側     当中間会計期間  前中間会計期間  前事業年度 

未 経 過 リ ー ス 料           
１ 年 以 内           
１ 年 超           

  
2,171 百万円 
32,542  

  
2,171 百万円 
34,714 

  
2,171 百万円 
33,628 

   合   計  34,714  36,885  35,799 

   
（２）貸手側     当中間会計期間  前中間会計期間  前事業年度 

未 経 過 リ ー ス 料           
１ 年 以 内           
１ 年 超           

  
1,325 百万円 
23,450 

  
885 百万円 

22,282 

  
885 百万円 

21,839 
   合   計  24,775  23,167  22,724 

 
 

（有価証券関係） 
子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの 
 
当中間会計期間末(平成 18 年 9 月 30 日) 

種   類 中間貸借対照表計上額 時   価 差   額 

子 会 社 株 式       19,918 百万円 71,244 百万円 51,325 百万円 

関連会社株式           14,439         77,495         63,055 

合   計          34,358        148,739        114,381 

   
前中間会計期間末(平成 17 年 9 月 30 日) 

種   類 中間貸借対照表計上額 時   価 差   額 

子 会 社 株 式       20,362 百万円 66,126 百万円 45,764 百万円 

関連会社株式         14,439         79,486         65,046 

合   計         34,802        145,613        110,811 

   
前事業年度末(平成 18 年 3 月 31 日) 

種   類   貸借対照表計上額 時   価 差   額 

子 会 社 株 式       19,918 百万円 75,270 百万円 55,352 百万円 

関連会社株式         14,439         82,385         67,945 

合   計         34,358        157,656        123,298 
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